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選挙制度変革と候補者要因
三宅一郎
要旨
中選挙区制の選挙で，候補者個人要因性が重要なのは党内競争の故であると議論されてきた．
同ー選挙区で，同一政党からの立候補者数が増えると，候補者個人要因の重要性も増大すると
一般化できる．候補者数だけで言えば，小選挙区制は中選挙区制で，各党とも候補者を一人し
か立てない特殊な場合と見ると，小選挙区制の選挙では，候補者個人要因の重要性が低落し，
相対的に政党要因の効果がより大きくなるはずである．ところが，選挙調査データによれば，
この選挙における候補者個人要因の効果は中選挙区制の選挙と同様に重要であった．中選挙区
制における「党内競争」ではこの現象を説明できない．そこで，小選挙区制に特有の要因が個
人要因の効果を増していると考えねばならない．
小選挙区制に特有の要因として取り上げるのは，（1）狭い選挙区サイズと (2)定数1を目指す
候補者間の対立構造である．
(1)小選挙区では 1選挙区当たりの面積が狭まる．候補者イメージ項目で，地元代表に関連す
る項目がより多く言及されるようになった．「地元代表」イメージが増えるとともに，その効
果が相対的に強化され，両者が近づいてきた．投票（意図）への効果においても同様で，中選
挙区の時期では前者の効果が高かったが， 1996年には差はなくなる．
(2)小選挙区制では 1選挙区当たりの前職候補数が減少する．小選挙区制では前職 1対新人数
人の争いが一般的になるので，評価の高い前職候補と認知度も低く，認知されていても評価が
低い新人の対立という候補者対立構造が増加する．このような対立構造を持つ選挙区では，候
補者評価の点で 1位候補者と 2位候補者の間に大きな差が見られる，小選挙区制下では中選挙
区制下に比べて，「2位候補者情報欠」のケースが特に大きい．このグループは積極的に 1位
候補者を支持する．
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The Effects of the 1994 Electoral Refonn on Candidate Factors 
lchiro MIYAKE 
Abstract 
The SM1V, the former electoral system, was believed to promote "personal votes". As major 
parties needed to elect several candidates from each district, candidates of any such party had to 
compete against one another for votes in the same district. In contrast, the plurality system, 
Japan's new electoral system, was supposed to produce"party votes". 
However, study of the 1996 election proved that this was not true. This article investigates, on 
the basis of the 1996 election study, why this was the case. 
-52-
1. はじめに
中選挙区制では「候補者本位」で選挙が行われるが，小選挙区制では「党本位」になるとい
うのが，選挙制度改革の一つの主要な理由であった叫中選挙区制で過半数を獲得するために
は，同一政党から選挙区ごとに複数の候補者を立てねばならない．その場合，まず政党を選ん
でもそれで投票決定にならず，次に複数候補者の中から候補者を一人選択する必要があった．
これに対し，すべて定数1の小選挙区制では，各政党とも候補者は 1名しか立てないから，同
ー政党内の候補者間競争は存在しない．
中選挙区制の選挙で，候補者個人要因が重要なのは党内競争の故であることは，すでに調査
データの分析によって明らかにされている（三宅， 1995,p.48 ; Rochon, 1981)．同一政党か
らの立候補者数が増えると，候補者個人要因の重要性も増大すると一般化できよう．この仮説
を各政党とも候補者1名の小選挙区制にも妥当すると考えるなら，党内競争のなくなった1996
年の衆議院選挙では，候補者個人要因の重要性が低落し，相対的に政党要因の効果がより大き
くなるはずである．ところが後述するように，選挙調査データによれば，この選挙における候
補者個人要因の効果は中選挙区制の選挙と同様に，あるいはそれよりもさらに重要になったよ
うである．中選挙区制における「党内競争」に代えて，別の要因が個人要因の効果を増してい
ると考えねばならない．
では別の要因とは何か．小選挙区制の特性と有権者意識の中長期的趨勢を取り上げよう．ま
ず，小選挙区制の特性から来るものとは，（1）狭い選挙区サイズと (2)定数1の当選を目指す候
補者の対立構造である．
(1)小選挙区では 1選挙区当たりの面積が狭まる．選挙区が中都市の大きさ，あるいは府県会
議員の選挙区に等しい程度のサイズになるので，元市長や府県会議員が有利になると言われた．
広い中選挙区の全区域から薄く票を集めていた候補者は，小選挙区制になると狭い地域から当
選に十分の票を集めることは難しいかもしれない．それに比べて，旧中選挙区でも特定の地域
から集中的に票を集めていた候補者は，線引きによって地盤が分割されない限り，小選挙区に
なると有利である．同一政党からの複数の候補者が，それぞれ特定の地域に自己の地盤を確保
する，いわゆる「住み分け」（水崎・森， 1995)は農村部の自民党候補者によく見られる現象
であった．
このような地元代表的な候補者は小選挙区になっても有利だろう．そして，地元代表的な候
補者への投票は政党要因に基づくよりも，候補者個人要因によることが多いだろう．政党要因
に基づく投票はむしろ減退するのではあるまいか．
(2)小選挙区制では 1選挙区当たりの前職候補数が減少する．理論的には前職数は定数を少し
下回る数になるはずである．中選挙区制では， 3人区を例に取ると，前職数は平均2.6か2.7で
あった．小選挙区制では，前職数は 1を下回るはずである． 1996年の過渡期の選挙では中選挙
区制時代の議員定数が小選挙区数よりはるかに多い上，前職候補者は重複立候補制の利用する
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事ができるので，前職数はこの理論値をかなり超えるが，例年より多い政界引退や比例代表で
の出馬があって， 1選挙区平均1.2人にとどまった．
つまり小選挙区制では，前職 1対新人数人の争いが一般的になる．前職候補者は認知度や評
価度で圧倒的に有利で，新人との差が大きいだろう．これが，候補者要因の顕出性を高めるの
ではなかろうか．社民党委員長・土井たか子の例を挙げてみよう．彼女の新選挙区，兵庫 7区
では，前職候補は彼女一人で，新進党対抗候補は前自民党県会議員であり，自民党候補は無名
の新人であった．このような候補者における大きな知名度差は政党要因の働きを超えるとして
も不思議ではない．
(3)選挙制度の変革とは必ずしも関連のない，より長期的な有権者意識の趨勢についても検討
しなければならないだろう．政党支持の弱体化と支持なし層の増大は選挙制度とは独立に進行
している現象である．政党要因の衰退は相対的に候補者個人要因の顕出性を高めることにな
る．
本稿では，まず，次節で，中選挙区制における同一政党からの立候補者数と候補者要因の効
果の関連を再検討する．次いで，上記(1)(2)をこの順で取り上げる．最後の(3)は紙幅の都合上，
別稿に譲ることにしたい．分析の対象となるデータは， 1983年， 1993年（以上，中選挙区制），
1996年（小選挙区制）の 3衆議院議員選挙調査データである＇ 2. 後の 2回のデータはパネルデ
ータであるので，回答者個人の時系列データとして分析できる．そこで最後に，再立候補者に
対する有権者の見方の変化を分析して，本稿を締めくくる．
2.同ー政党からの複数立候補と政党・候補者要因．
2. 1 はじめに
本節では，（l)中選挙区制下で，同一政党からの 1選挙区当たりの立候補者数が少ないと候
補者評価が政党本位に近づく傾向があったこと．（2)制度変革により同一政党からの候補者数
がすべて一人になり党内競争が消滅したが，それにもかかわらず，有権者の側に期待された
「政党本位」の候補者評価が生じなかったこと．（3)投票（意図）決定を従属変数に取ると，中
選挙区制下でも，立候補者数と政党本位の投票決定の関連は安定していなかったことを， 3選
挙調査データに基づいて示したい．
投票決定3要因説によると，政党支持（評価），候補者評価，政策評価によって投票は決定
される．いうまでもなく，これらの 3要因は互いに関連がある．候補者評価に焦点を当てると，
図1のように，候補者評価がまず決まり，次いで投票が決定されるという 2段階モデルになる．
筆者は1983年と1993年の選挙調査データに基づく候補者評価の分析でこのモデルを使ってきた
ので，ここでもこれを踏襲したい．その第 1段階は図の左半分のように，候補者評価が，候補
者属性などの候補者要因と政党支持などの政党要因によって規定される．第2段階で，投票決
定が候補者評価や政党要因によって規定される．本節2.2の分析はこの第 1段階に当たる．
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第1段階 第2段階
政策評価→→→→→→→→
↓ ↓ 
候補者要因→→候補者評価→→→→投票（意図）決定
↑ ↑ 
政党要因→→→→→→→→
図1.本稿で扱う主要変数とその配置
第2段階は2.3節で取り扱われる．
2.2 候補者評価に対する効果
中選挙区制の下では，候補者要因と政党要因の相対的規制力は同一政党からの立候補者数に
よって異なることが判明している（三宅， 1995，第2章）．同一政党からの立候補者数が複数で
あれば，その候補者間に競争が生じるが，同じ政党内だからこの競争は個人的競争であり，候
補者評価は候補者個人要因の影響を強く受ける．これに対し，同一政党からの候補者が一人だ
けであると，政党要因の規制力が相対的に強くなる．選挙区制を無視して，立候補者数だけを
考えると，小選挙区制のもとでは同一政党からの立候補者数は 1だから，政党要因の規制力が
より強いということになろう．だが，結論を先取りして言えば，前節ですでに示唆したように，
政党要因の規制力は小選挙区制のもとで最強とはならない．
前稿（三宅， 1995,第2章）の一部を再掲することになるが， 3衆議院議員選挙調査データ
の比較分析を通して，選挙制度と同一政党からの候補者数による政党要因の規制力の変化を示
そう．本節では分析の単位は候補者であるから，被調査者一候補者ペア・データを用いる．一
選挙区あたりの候補者数は多数（最大8から12)で，しかも選挙区ごとに人数が異なる．選挙
区内の各候補者についての被調査者の認知を示すには，被調査者一候補者のペアを作らざるを
えない．ペア数は選挙区ごとに被調査者数X候補者数であるから，ケース数が大きくなってい
るのに注意してほしい．
まず，候補者評価度を従属変数とする．候補者評価度を説明する候補者個人要因として，候
補者認知度，候補者イメージ量，前職か新人かの3変数を取り上げる．政党要因は政党支持7
点尺度一つである．いずれも， 1983年調査時から分析に使用しているデータであるが，はじめ
に簡単に紹介しておく必要があろう汽
われわれは選挙前調査で，まず，被調査者に個々の候補者をどれだけよく知っているかを，
つぎに，「良く知っている」または「少しは知っている」と答えた人に対し，感情温度計式の
質問により個々の候補者をどのように評価しているかを，それぞれ測定した．前者を候補者認
知度，後者を候補者評価と呼ぶ．
「候補者イメージ量」変数は，被調査者が候補者一人一人について，業績と個人的資質に関
して好意的な認知を持っているかどうか，持っているなら，どれだけ多く持っているかを数値
で示すものである．より具体的に言うと，一連の候補者業績や候補者の性格（候補者イメージ
項目と呼ぶ）が記載された質問カードを被調査者に見せ，それに該当する候補者名をあげるよ
-55-
う求めた．イメージ項目ごとの言及度数とその特徴は次節(3)で紹介する．ここでは，一連の質
問に対し候補者の名前があげられた回数（最大6)を，特定の候補者の好意的イメージ量とし，
もっぱらこれを使用する1・．態度変数ではないが，候補者が「前職か新人か」のデータ'-，'も候
補者評価をよく説明する．言うまでもなく，前職が圧倒的に有利である．
以上が候補者個人要因であるが，政党要因はアメリカ政党帰属意識 (party identification) 
の尺度によく似た7点尺度で代表させる．この尺度のプラス側は候補者の所属政党と被調査者
の支持政党との一致を意味し，マイナス値は不一致を意味する．ゼロは支持無しである．
表1は以上の 4変数のカテゴリーの紹介とその効果の提示を兼ね， 4変数のカテゴリー別，
3調査時期別，候補者評価の平均値とイータ係数をまとめたものである．イータ係数の値から，
政党イメージ量が候補者評価に対して最も効果があり，候補者認知と政党支持がこれに続き，
「前職か否か」が効果が低いことが分かる．調査時期別では，それ以前に比べて， 1996年は政
党支持がやや弱く，候補者要因の働きがわずかに強いように見える．だが， 4変数は相互に関
連があるので，それぞれの効果の相対的大きさを見るには，多変量解析を試みる必要がある．
表 1. 候補者評価と主要説明変数
餃補者評価｀ド均1li
1983年 1993年 1996年
餃補者認．欠Il父
良く欠Iっている 63.0 60.8 63.8 
少しは知っている 47.2 45.5 47.5 
イータ .360 .350 .381 
1)ij職か新人か
前職 54.5 52.2 55.5 
）じ識 48.5 48.0 51.7 
新人 46.6 47.4 49.3 
イータ .168 .107 .148 
候補者イメージ.::
゜ 48.7 47.4 48.1 1 65.5 62.3 59.0 2 73.6 71.4 68.5 
3 82.4 80.0 75.2 
4 90.4 91.3 82.3 
イータ .431 .402 .445 
政党支持強度
他政党支持・強 431 41.9 46.6 
i} ！j 47.2 47.2 49.4 
J1とも弱 47.5 490 48.6 
支持なし・イ溝l 50.0 48.8 49.5 
所屈政党丈持・舷弱 55.4 55.6 59.0 
94’r ,J 60.6 58.6 60.8 
強 69.0 70.4 73.3 
合，it 52.2 50.6 52.6 
N 5788 8570 4241 
イータ .371 .339 .345 
-56-
われわれの独立変数の大半はカテゴリー・データだから，多変量解析として，多重分類分析
(MCA)を適用する．これは，従属変数が数量で，独立変数がカテゴリーの場合の多変量解析
の技法であり，筆者による過去の分析（三宅， 1995,1997)でも採用してきたものである．
表2の中選挙区の部分は， 1選挙区から立候補している自民党候補者数をコントロールした
MCA分析の結果である． 1選挙区に複数の候補者を立てる力があるのは自民党と社会党だけ
であるが，社会党の複数立候補者は少ないので，ここでは自民党所属候補のみを対象とした分
析のみを紹介する．自民党の側にも問題がある．社会党とは逆に自民党候補者が1選挙区に一
人だけという選挙区は非常に少なく，候補者が一人と二人以上との間には質的差があると考え
られるものの，一人と二人の両カテゴリーを合併せざるをえなかった．
表2. 自民党候補者評価を従属変数とするMCA分析
（自民党候補者数をコントロール：ベータ係数）
1983総選拳 1993総選裕
独ヽ・，：変数＊＊ l'I民党餃補者数 n民党餃補行数 1996総選学
N;, 3 N:S:2 N:;,3 NS: 2 
候補者イメージ .31 .26 .26 .27 .32 
候補者認知度 .27 .21 .26 .21 .25 
前職か新人か .10 .09 .06 .05 .03* 
政党支持強度＊＊＊ .19 .26 .2 .27 .20 
R2 .284 .255 .251 .276 .315 
N 2057 775 1575 1914 1532 
総‘ド均紺i 55.8 52.9 54.3 51.2 55.8 
p>.05 
＊ カテゴリーのコードはJ<lを参照．
＊＊ 候補者の1所属政党，被調介者の支持政党と支持強攻を合わせた7.'・'i.I↓l父．
さて，表に見られるように，同一政党からの競争者が増えると，候補者認知度と候補者イメ
ージ量の効果が上がり，政党支持の効果が下がる．逆に，競争者が減ると，政党支持の効果が
上がり，候補者認知度と候補者イメージ量の効果が下がる＂＂．
小選挙区制になった1996年は，立候補者数はすべて一人で，当然コントロールされていない．
立候補者数と政党要因の関連についての仮説を敷術すると，中選挙区制における候補者「二人
以下」の場合よりも政党要因の効果が高くなるはずだが，分析結果はその逆で，「三人以上」
カテゴリーのパターンによりよく似ているのである．中選挙区制で見られた候補者数の効果は
小選挙区制にまで及ばないという結論になる．
2.3 投票（意図）決定に対する効果
次に，投票（意図）決定モデルの第2段階にあたる，直接，投票決定を従属変数とする効果
分析に移る．前節までは，候補者と被調査者のペア・データを分析対象としていた．つまり，
分析単位は個々の候補者と個々の回答者のペアであった．本節から回答者個人を単位とする通
常の調査データに戻る．使用する変数は同一であっても，データの構成が異なるので，違った
結果が現れても不思議ではない．予め注意をしておきたい．
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小選挙区制による最初の選挙である1996年衆議院選挙の選挙前調査時点で，全サンプルの約
52％の人が，選挙で誰に投票するかをすでに決めていた．そして，そのうちの91％が特定の候
補者名を答えてくれた．これは全サンプルの47％にあたる．前回， 1993年のデータよりも5%
多い．この人々にたいして，その投票候補者が支持政党の候補者かどうか，最高の評価を与え
た候補者であるかどうかをテストする．前稿（三宅， 1955)で，前者を支持政党モデル，後者
を候補者評価モデルと呼んできたので，ここでもその名称を使うことにしたい(7'.
より操作的に言うと，候補者評価モデルとは，被調査者によって最も高く評価された候補者
に投票（しようと意図）する投票決定で，支持政党の候補者かどうかは問題にならない．（単
純な）支持政党モデルとは，支持政党の候補者への投票であって，候補者は誰でもよい．中選
挙区制では，大政党は 1選挙区に複数の候補者を立てるから，単純な支持政党モデルでは投票
決定モデルとして不十分であった．投票政党が決まっても，次に投票候補者を選ばねばならな
いからである．そこで，一般的なモデルとして，投票政党に支持政党を選び，次いで複数の候
補者の中から評価の高い候補者を選んで投票する「党派的傘」モデルが提案されている．ここ
では，「党派的傘」モデルを政党支持モデルとする．「党派的傘」モデルは（単純な）支持政党
モデルと候補者評価モデルが同時に成立するケースなので，両モデルのクロス表で提示でき
る．
3回の調査データのうち， 1996年調査データがまだ未紹介なので，表3に投票意図を回答し
た自民党支持者を対象とする，二つのモデルのクロス表を掲げる．表に見られるように，支持
政党モデルの側は「適合」「非適合」の2分類だが，候補者評価モデルの側に「適合」「非適合」
のほか「半適合」というカテゴリーが設けられている．「半適合」とは，最高の評価点を受け
た候補者が複数いる場合で，モデルに反するわけではないが，回答者がそのうちのどの候補者
に投票するか，一義的に認定できないケースである．これにたいし「非適合」のケースは，被
調査者が投票しようとする候補者はスコアの最も高い候補者でな<,むしろ低い候補者のなか
から選ばれているというケースであって，明確にモデルに反している．
表3．候補者評価モデルと支持政党モデル
(1996年総選挙投票意図：自民党支持者のみ）
支持政党
モデルテスト
適合
非適合
候補者評価モデルテスト
適合 1'•適合 非適介 その他
62%a** 9c 5 4 
12e 5 2 1 
小、it
80b 
20 
小~ 100(N =538)f 
その他は「./(_1.'fなし」「評価なし」
＊＊ 党派的傘」モデルに適介
表Kの数値は総ケース数を100とするテープル・パーセント
投票意図を持つ人々のなかでの，候補者評価モデルの適合率は74%（セルdの値），「党派的
傘」モデルの適合率は62％であるが（セルa)，小選挙区制では自民党候補者は一人だから単純
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政党モデルに従って良<,90％の適合率になる（セルb).93年時と比べると，どちらも上昇
している．
先行する中選挙区制下の2調査，自民党だけでなく社会党支持者のデータ，さらに同一政党
からの候補者数で分割したデータによって，表3と同種のクロス表を作成した．表数が16に及
ぶから，そのすべてを紙面に収録できないので，各表の主要なセルのみを集め，表4のように
1表にまとめた．特定の（自民党か社会党か）政党支持者全員のデータの部分とそれを候補者
数で分割したデータの部分に分け，まず政党支持者全員のデータ部分から説明しよう．
表4．政党別，候補者数別，モデル適合率
支持政党
候補者数
自民党
全支持者
一人
二人
恥以上・------
社:[： 日[---『_!i『1!--『一詈――--l§-----]9_ 82 
＊ 支持政党の数値（％）は「政党傘モデル」による (a+c) ；候補者数1の時はb.
＊＊ 候補者評価の数値（％）は候補者評価モデルによる (d).
＊＊＊ ケース数で．セルfに当たる．
83年
支持政党候補者評価
? 93年
支持政党候補者評価
? 96年
支持政党候補者詩価
?
63* 66** 400*** 61 68 464 80 74. 538 -------------------------------------------------------------54 71 35 65 77 51 
65 66 llO 59 67 242 
65 65 255 63 67 171 
表上の「支持政党」というラベルを持つコラムの数値は「支持政党モデル」の適合率で，前
掲表3のセルaとセルcの一部8)を併合したものである．「候補者評価」は「候補者評価モデル」
の適合率で，セルbに当たる． 1983年と1993年の自民党全支持者では，「候補者評価モデル」
の適合率が「支持政党モデル」の適合率をわずかながら超えている．これに比べると， 1996年
の数値に特色が見られる．政党支持モデルの適合率は61％から80％へ急上昇しており，この数
字だけから見ると，小選挙区制の効果だといえるかもしれない．しかし，社民党支持者層の逆
方向への大きな変化を見ると，モデルの適合率はその選挙における主要争点や対立政党の状況
によって上下するとしなければならない．
適合率変化の背景にある政治状況を観察するのがここでの主要目的ではない．モデルの適合
率が同一政党からの候補者数によって上下するのを確認するのが目的である．より操作的に言
えば，前節の仮説と同じく，「同一政党からの候補者数が1であれば，政党モデルがより適合
し，候補者評価モデルの適合性が相対的に下がる．同一政党からの候補者数が複数であれば，
その逆になる」，という仮説を次に検討しなければならない．
表4の（自民・社会両党別）選挙区候補者数別，モデル適合率の部分に焦点を移そう．「支
持政党モデル」の候補者数別適合率（前掲表3のセルa十セル Cの一部に対応）は， 83年の自
民党支持者層で，人数が少ないほど上昇するどころか，逆に下落していて，候補者数が一人の
-59-
場合は54％に過ぎない．だが，自民党支持者の93年データはなんとか仮説に近いし，社会党支
持者層では，両年とも仮説通りの比率が出ている．
「候補者評価モデル」の候補者数別適合率（表3のセル cに対応）はもっと状態が良くない．
仮説に合うのは93年の社会党支持者層だけで，多くは仮説とは逆に，候補者数が1であれば，
モデルの適合率が高く，候補者数が複数であれば，モデルの適合率がやや下がる．候補者評価
モデルの適合率が候補者数1で高いのは，このモデルには適合するが，政党モデルには適合し
ない，セルeの比率が目立って大きいからのようである．このデータは表4には収録しなかっ
たので，集めて表5とした．これによると，「候補者評価モデル適合・政党モデル不適合」の
ケースは，候補者数lと2以上の間で大きな差が見られる．これには多くの要因が作用してい
ると思われるが，自民党であれ，社会党であれ，候補者を一人しか立てられぬ選挙区は大都会
の選挙区で， 1983年は新自由クラプと公明党に票が流れたのが理由であろう． 1993年はこれと
異なり，地方中都市や農村部で，自民党の分裂により，新政党に票が流れたものと見られる．
選挙時に特有な政治状況の効果が制度の効果に優越するのであろう．
表5.「侯補者評価モデル適合，政党支持モデル不適合」のケー ス比率(%)
（政党別，候補者数別）
?ー? ? ? ??????
? ??
?
―?
?
???? ?
?
??
? ?? ?＿????? ＿
?
候補者評価が支持政党に擾越
83年 93年 96年
13% 13 57 
可汎―----iす――-------
3 3 
＊ 餃補者評価モデルに適合するが，政党支持モデ
ルにはイサ適合のケース，表3のセルeに:1たる．
中選挙区制による大政党内の党内競争の激化が，候補者個人選挙の理由としてしばしば上げ
られた．党内競争のなくなった1996年の選挙における候補者個人要因の効果はより低くなるは
ずであるが，にもかわわらず，中選挙区制の選挙と同様に，あるいはそれよりもさらに重要に
なったようである．あるいは候補者数と候補者個人要因の効果との間に安定した関連が見られ
なかった．中選挙区制における「党内競争」に代えて，小選挙区制特有の要因が個人要因の効
果を増していると考えねばならない．
3.選挙区の細分化と地元代表イメージ
3. 1 候補者イメージ項目と二つのイメ＿ジ尺度
小選挙区制になって選挙区数が129から300に増加した．選挙区は細分され， 1選挙区当たり
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の面積は平均して 3分の 1近くになった． 5人区でしかも人口急増地区ではもっと小さくなっ
たところがある．一例を挙げると，神奈川県は中選挙区制下での 5区が17区に編成された．選
挙区一杯に広く薄く票を集める候補者より，狭い地域で集中的に票を取る候補者が有利になる．
つまり，地元代表的な候補者がより有利となろう．（1)地元代表に関連する項目がより多く言
及されるようになる．（2)この言及は候補者個人要因と関連する．（3)また，これらの項目に言
及する人は候補者個人要因に基づいて投票する傾向がある，というのが，本節の仮説である．
候補者イメージ項目は以下のようなものである．いずれも1983年調査以来，データが蓄積さ
れているが，第2項目だけは1983年調査と1993年調査以降とは文言が異なるので，注意が必要
である．
この選挙区に以下のような候補者がいるかどうかを回答者に尋ね，「いる」と答えた人に
その候補者名を聞く．
(1)この選挙区の人々のために，道路の整備や補助金の獲得に努力した候補者（公共事業
と略）
(2)自分または家族の，就職，入学の世話などで便宜を図ってくれた候補者 (83年）一
あなたご自身かあなたのご家族のための問題で，もし頼めば助けてくれそうな候補者
(93年以降） （個人援助と略）
(3)清潔さとか，新鮮さという点で，特に印象深い候補者（清潔・新鮮と略）
(4)あなたが大切と思う問題について，あなたが考えていることと近い考え方の候補者
（近い考えと略）
(5)この地域の出身であるなど，この地区と特に関わりの深い候補者（地元出身と略）
(6)あなたやお宅と同じ職業の人々が抱える問題と，取り組んでくれそうな候補者（職業
代表と略）
(7)業績のある立派な候補者 (1996年のみ質問，この分析には含めない）
以上の項目に該当する候補者名の言及は，どの項目でも比較的少ない．該当する候補者とし
て言及される人は，「知らない」候補者への言及はないとして，これを除いて言及比率を計算
すると， 1983年と1993年が15%ぐらい， 1996年が24％ほどである． 1983年では，「近い考え」
が比較的多いが， 1993年には「清潔新鮮」が増えている．これは政治改革を主要争点としたこ
の選挙の特色である． 1996年は前回に比べて，「地元出身」が1位となり，「公共事業」「個人
援助」への言及も相対的に増えている．表6を見られたい．
イメージ項目はこの 3項目とそれ以外に分類できる．それぞれを，「地元代表」イメージと
「社会・思想代表」イメージと呼ぶことにしたい．この分類の妥当性は主成分分析によって示
すことができる． 6項目の主成分分析を行うと，二つの主成分が袖出される．主成分分析の結
果表である表 7を見よ．第 1主成分は，「近い考え」「職業代表」「清潔新鮮」に大きい係数が
見られた．社会・思想代表の次元である．第 2主成分には，「公共事業」「地元出身」「個人援
助」に大きい係数が現れていて，地元代表の次元である．小選挙区制になって増えたのは「地
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元代表」 3項目への言及で，社会・思想代表から，地元代表への流れが見られた．
表6.候補者のメージ項目への言及数
1983 り'• 1993り：． 1996介：．
該‘lifli冷li抒数 ％ ＂亥・ •[il1於袖抒数 ％ 該'HI炎h1i抒数 ％ 
公共’li業 255 4.2 325 3.6 326 仁：エl
個人援助 14* 0.2 241 2.7 219 5.0 
梢潔祈鮮 311 5.1 574 こ 382 8.7 
近い衿え 355 亡 448 5.0 374 8.5 
地Jじ出身 328 5.4 489 5.4 516 叩
圃じ職菜 302 5.0 318 3.5 227 5.2 
路祖'iヽ「．派 392 8.9 
, i及なし 85.4 85.4 75.7 
総 ,il・*＊ 6088 100.0 9039 100.0 4403 100.0 
* f't間がy,［なる．
＊＊候袖者，認知ありがI:}数
表7.主成分分析の結果と相関係数
1983 1993 1996 
I I I I I I 
近い考え .79 .21 .80 .18 .81 .1 
圃じ職菜 .72 .19 .5 .42 . 72 .19 
泊潔祈鮮 .73 .12 .81 .05 .70 .71 
公共']i菜 .20 .75 .10 .7 .13 .80 
地）じ出身 15 .80 .1 .75 .16 .76 
個人援助 .41 .57 .51 .49 
説lり；ギ 44.5 16.6 42.5 15.5 43.4 14.9 
3.2 候補者評価と投票決定に対する「地元代表」イメージの効果
さて，「地元代表」イメージは候補者個人要因の重要性を高めるだろうか．操作的仮説は次
のようである．（1)選挙区当たりの議員定数が多いか，選挙区が農村部であれば，（住み分けに
より）候補者評価に対する「地元代表」イメージの効果が相対的に上がり，「社会・思想代表」
イメージの効果が下がる＂．（ 2)小選挙区では「地元代表」イメージの効果が「社会・思想代
表」イメージの効果を上回る．
まず，最初の仮説の検討から始めよう．表2に掲載した自民党候補者評価のMCA分析で，
候補者イメージ量は6項目の集計を用いた．ここでは， 6項目を「地元代表」 3項目と「社
会・思想代表」 3項目に分けて別々に集計した二つの候補者イメージ量変数を用いる'11ヽ ．新し
いMCA分析の結果を表8にまとめた．表2のMCA分析と比べて，従属変数は同じ，説明変数
のセットは候補者イメージ量変数以外は同じ，自民党候補者数のコントロールも同じなので，
分析の結果得られた係数値はほとんど変わらない．注目すべきは「社会・思想代表」と「地元
代表」の効果の違いである．どの分析でも前者が圧倒的に強い効果を示しているが，「地元代
表」の効果は候補者数によって変わる． 1983年調査データの分析では，候補者数が多いグルー
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プで，「地元代表」のウェイトが相対的に高い．この点，仮説(1)は支持される． しかし，これ
は1983年データには当てはまるが， 1993年調査データには当てはまらない． 1993年は自民党に
逆風の選挙であったが，これに抗するため，候補者数の少ない都市部でも「公共事業誘致」や
「地元の世話役」を強調する農村的選挙を行ったのであろう．選挙区が細分化された小選挙区
制になっても，いぜん「社会・思想代表」の効果がより大きいが，「地元代表」のベータ係数
は．16に上がり，前者との差が相当縮っている．
次に，居住地の人口規模をコントロールする．大都会ほど，「地元代表」の効果は小さく，
小都市や農村部で効果がより大きいだろう．そしてこの傾向は，小選挙区制になっても変わら
ないだろう．表9は表8と同じタイプの分析を，回答者の居住地規模をコントロールして実施
したものである．居住地規模は大，中，小に 3分類した'III.
表8. 自民党候補者評価を従属変数とするMCA分析
（自民党候補者数をコントロール：ベータ係数）
1983総選裕 1993総選学
独ヽt変数＊＊ I'民党候補者数 fl民党候補行数 1996総選裕
N;,,3 N勺 N:;, 3 N立
餃補者イメー ジ
地元代表 .13 .08* .10 .13 .16 
思想・社会代表 .2 .23 .21 .19 .21 
候補者認知1父 .28 .21 .26 .21 .25 
lifJ職か新人か .10 .09 .06 .05 .03* 
政党文持強l父＊＊ .19 .25 .21 .27 .20 
R2 .318 .259 .253 .277 .317 
総ヽドN均1直
2057 775 1575 1914 1532 
55.8 52.9 54.3 51.2 55.8 
＊ p>.05 ＊ カテゴリー のコー ドは表1を参照．
餃補者の19濱政党，被調介者のよ持政党と支持強1父を合わせた 7.＇•'．j.I↓ I父．
表9. 自民党候補者評価を従属変数とするMCA分析
（居住地規模をコントロール：ベータ係数）
独ヽt変数 1983総選裕 1993総選裕 1996総選裕小＊ 1 | I k 小 1 | l J.: 小 , 
候補者イメー ジ
地）じ代表 .14 .10 .04* .14 .08 .1 .23 .13 
思想・社会代表 .23 .23 .19 .19 .2 .19 .18 .25 
候補者訟知度 .26 .2 .27 .30 .18 .19 .28 .24 
,i職か祈人か .07 .10 .21 .09 .01* .05* .07* .03* 
政党支持強I父 .21 .23 .16* .20 .27 .35 .12* .23 
~2 I .325 .260 .240 .306 .216 .295 .340 .288 1614 908 310 1672 1314 603 676 507 
総平均値
* p>.05 
＊ 「小」は人[110Jj以ドの中小都di,Il［村，「中」は人rllOH以l-．の1|1-Iilidi,「K」はK-Iil;,|i.
93年以降は人I110/jを人1120/jと，洸み枠える．
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k 
.07* 
.27 
.20 
.02* 
.32 
.359 
349 
表9によると，「地元代表」の効果が「大」都市ほど小さく，「小」規模の都市町村で大きい
のを，このデータで見ることができる．唯一の例外は1993年の「大」都市で，係数値．11は
「小」都市・町村の0.14よりは小さいが，「中」の．08よりやや大きい．これは，上述の「大都市
でも農村部的な選挙」で説明できよう．さらに， 1996年調査データにおける「地元代表」の効
果は「小」都市・町村で突出しており，「社会・思想代表」の効果と逆転した唯一の例である．
ただ，「大」都市ではいぜん「社会．思想代表」の効果が大きく，小選挙区制では居住地規模
の大小を超えて，「地元代表」イメージの効果が突出するとはいえない．
以上，候補者評価に対する「地元代表」イメージの効果の上昇を見たが，「地元代表」イメ
ージは，直接，投票意図に相対的により大きい効果を及ぽしているのではなかろうか．「社
会・思想代表」と「地元代表」の2変数を組み合わせて，表10のような，イメージパタンを作
成する．「地元代表」は地元代表3項目のいずれかに言及したが，社会・思想代表3項目には
言及しなかったケース，「社会・思想代表」は逆に，社会・思想代表3項目には言及したが，
地元代表3項目のいずれにも言及しなかったケースである． どちらにも言及（「両方」）と両方
ともに言及なしの 2カテゴリーを加えると， 4カテゴリーのパタンができる．そのいずれかに
属する人々の間で，対象候補者に投票意図を示した人の率を算出したのが，表10である．「社
会・思想代表」であれ，「地元代表」であれ，特定候補者にかかるイメージを持つ人は，その
対象候補者へ投票する傾向がある．この一致率は低くて50%(1993年の地元代表）で，特定の
候補者に両方のイメージを持つと90％を超える．これに対し，「両方なし」の場合の投票率は
極めて低い．さて，課題は「社会・思想代表」と「地元代表」のどちらのイメージが投票（意
図）決定に影響するか，それには選挙制度による違いがあるか，である． 1983年と1993年は前
者の効果が高く， 15％ポイントぐらいの差が開いていた．ところが， 1996年には67対69で差は
なくなる（統計的有意差なし）．この両者の効果の急接近も，小選挙区制の効果の一つと見て
よかろう．
表10.特定イメージの候補者への投票（意図）率
イメージ・パターン 1983年 1993年 1996年
地lじ代表 .53 .50 .67* 
両）j .86 .92 91 
礼会・思想代表 .70 .64 .69* 
[1lj }jなし .07 .06 11 
令対象者 .15 13 24 
イータ .389 .375 .411 
表 Kの数値は特定のイメージパタンに該‘りする候補者が． l91時に，投堺．,:}:IXIの対象である比乎；
地）じ代表は公共1i業，地）じ出身． 1個人援助 (1983以外）
社会代表は近い抒え． J,iじ職菜 泊潔新鮮
＊ 多屯比較の結果．「地）じ代表Jと「社会・思想代表」の間にはイi心：な淡が品められない．
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4.評価差の大きい候補者間対立
当然のことであるが，小選挙区制における候補者対立は中選挙区制におけるそれとは異なる．
本節では，小選挙区制に特有の候補者対立が候補者要因の重要性を促進する作用について分析
する．
1983年の総選挙では， 130選挙区にわたり848人が立候補した． 1選挙区あたりの平均候補者
数は6.5人であった． 1993年の総選挙では，候補者数は955人にのぽり， 1選挙区あたりの平均
は7.8人になる．これは55年体制中の最多数である．当然ながらこの平均値は選挙区の大きさ
に比例する．定数を 3とすると，立候補者は選挙区平均 5-6人で，その内前職は 2-3人いる
から，前職の間の競争は厳しい．
小選挙区制になって，定数が 1に急減したので， 367名の前職候補が300選挙区に散らばり，
前職候補者数は選挙区平均1.2になった．これはまだ過渡期の現象である．全国区や重複候補
を一応除くと，前職は全員立候補しても300名であり，引退を考慮に入れて，最終的には 1を
割るだろう． 1996年選挙での新人は830名で，前職 lに対し新人2,3人が挑戦する．これが平
均的候補者対立像である．本調査有権者サンプルから見て， 36％がこのタイプになる．
表 1で見たように，候補者評価に対する候補者が前職か新人かという前歴の影響力は大きい．
小選挙区になって，評価の高い前職候補と認知度も低く，認知されていても評価が低い新人の
対立という候補者対立構造が増加する．このような対立構造を持つ選挙区では，前職が圧倒的
に有利になるのではなかろうか．これが第 1の仮説である．第2の仮説は，前職と新人の評価
の差異は大きいので，もし自分の支持政党の候補者に投票しようとしても，候補者評価であま
りに大きな差があれば，前職候補者に投票せざるを得ない．すなわち，候補者評価による投票
である．まず，第 1の仮説から始めよう．
選挙区内の候補者対立の指標には，客観的指標と主観的指標がある．主観的指標は候補者評
価などの態度データに基づき作成した指標である．小選挙区制では上位2名の対立を見るだけ
で十分だから，候補者評価で 1位と 2位を取り対照させる．多くの場合， 1位評価の候補者は
前職で， 2位の候補者は新人だろうか．小選挙区でのデータに基づき， 1,2位をクロスさせ
た表11を見られたい． 3調査データ比較は次の表12にある．
表11. 1位評価と 2位評価の候補者前歴（表％）
2位評価の候袖者
介，；I1位．評価の似袖者' |ij 戯 ）じ職 祈人 飲h|l 打•t,'irli 欠
|ifj 職 10 3 13 17 43 
尼職 2 ゜ 1 2 5 祈人 8 2 5 5 20 候補名村j骰欠 32• 32 
介，i1 20 5 19 56 100(2149) 
表l：の数伯は表％ （令対象ケースを100とした各セルの％）
* •情報はあるが． I．位2名が[,iJ/J:．で 1.2位を決められなしヽケースを含む．
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データは調査データであるから，表上で「候補者情報欠」となっている欠損ケースが少なく
ない． 1位評価候補者の側で， 32％もの情報を欠くケースが見られるが，これには上位の2候
補者の評価が同得点で， 1, 2位を決められないケースが22％含まれており，文字通り全候補
者評価が欠けている人は10％だけである．これに対し， 1位候補者の情報はあっても， 2位候
補者の情報が欠けている人は24％に及ぶ．情報が揃っているケースのうち，「 1位前職ー 2位
新人」という組み合わせは13%（％はすべて表％）しかなく予想よりも少ないが，次の表12に示
したように，中選挙区制時代の2調査での％値に比べると多い目である．中選挙区制時代では
「1位前職ー 2位前職」という組み合わせが多く， 30％近くになる．小選挙区制と中選挙区制
のより大きな違いは，評価得点が同点で， 1, 2位を判定できないケースが中選挙区制時代に
多いこと（前職候補者が複数だから），逆に， 1位候補者の評価はあっても 2位の評価が欠け
ているケースが小選挙区制になって急激に増えていることである（前職が一人のことが多いか
ら）．
表12.候補者の 1位評価と 2位評価の分布（％）
1983年 1993年 1996年
,i職 li職 29 27 10 
)C職 3 3 3 
祈人 7 ， 13 
その他の条lみ介わせ 1 14 18 
j,;J得．I9,i. 32 33 22 
2位梢報欠 ， 8 24 
l f{f．↓1ドイ:1i料iク＜ ， 6 10 
介、it 100 100 100 
N 1618 2255 2149 
さて，第 1の仮説を操作的に述べると，「小選挙区制になって 1,2位候補者間の評価差が増
大する」となろう．この評価差を計算して， 1,2位の組み合わせパタンごとに平均値を算出
したのが，表13である．同得点のケースは評価差は0で，表に掲載していない．また， 2位候
補者の評価得点が欠けているケースは評価差を計算できない．「1位前職ー 2位前職」と「1
位前職ー 2位新人」の間の差に注目すると，前者の差は小さく，後者の差は大きいというのが
仮説lであったが，仮説通り差が大きい． しかし予想ほどは大きくない．小選挙区の特色は差
を計算できない部分，すなわち同点者の少なさ， 1位の評価得点はあっても 2位以下の候補者
評価が欠如しているケースの多さにある．後者は，得点差は無限に大きいともいえるし， 1位
得点といっても相対的に高いが，絶対的には低く， 1位といっても意味がない場合もあろう．
前者が少なく，後者が多いという分布から，その逆の分布を持つ中選挙区制よりも 1位候補者
とそれ以下の候補者の間により大きな差があると言ってよいであろう．
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表13. 1位評価と 2位評価の候補者前歴（表％）
評価パタン 評価得点差斗仕均
1位ー 2位 1983 1993 1996 
前職 前職 21.3(464) 21.9(614) 23.0(212) 
元職 20.5(56) 24.7(73) 28.5(64) 
新人 26.1(107) 21.1 (196) 25.3(285) 
小 il 22.0(627) 22.0(883) 24.8(561) 
その他の組み合わせ 23.2(172) 22.6(330) 25.0(384) 
総平均伯 22.3(799) 22.1(1213) 24.9(945) 
第2の仮説は得点差と投票（意図）の関係である． 1,2位間の得点差が大きいほど， 1位
候補者に投票する（意図を表明する）．得点差は0点から100点まで分布する． 0点は 1位評価
と2位評価の一致（同点）を意味する．すなわち， 1位評価の候補者が特定できないので，こ
れは除外し，表14のように，得点差を10点刻みで階層化した．各階層内で， 1位評価候補者と
投票（意図）候補者の一致率 (%)を算出し，表にまとめた．仮説通り，得点差が最低のク
ラスでも， 50％を超える一致率が認められるが，得点差が開くにつれて，一致率が上昇する．
最高クラスでは90％に近くなる．この関係は， 1983年調査では弱<,1993年の以降の調査で強
い．小計欄の平均値，および全対象者の平均値は小選挙区制でむしろ低い目である．中選挙区
制と小選挙区制を分かつ明確な基準値を見いだすことは難しい．ここでも，「1位候補者情報
欠」のサイズと働きの違いが，中選挙区制と小選挙区制の違いを形成する．小選挙区制下での
「1位候補者情報欠」の一致率は，絶対値はともかくとして， 2位候補者の情報もあって，得
点差を計算できるグループの一致率と比較すると大きい．「1位候補者情報欠」グループは単
に情報を持たない無関心に近いグループというより， 1位の候補者を積極的に支持するが故に
2位以下の候補者に関心を欠いているか， 1位以外の候補者が考慮に値しない人だと判断して
情報を求めようとしない人たちだといえる．
表14. 1位評価の候補者への投票率
1位評価と2位評価の得点差クラス別平均値
1位と2位の得点差クラス
1 -10 
11-20 
21-30 
31-40 
41-
小JI・
2位梢報欠＊
lri]点者
令対象者＊＊
括弧の中はケース数
1983 
80(186) 
81(135) 
76(85) 
82(39) 
85(65) 
80(510) 
81(64) 
71(148) 
78(743) 
1993 
71(218) 
65(190) 
75(119) 
84(38) 
88(100) 
73(682) 
66(50) 
62(2li) 
i0(949) 
1996 
57(165) 
63(167) 
68(113) 
80(56) 
84(97) 
67(615) 
71(259) 
57(141) 
67(1015) 
＊ ・人の餃補者評価があるのみの場介，その1従補者への投梨（舷l叉1)千｛
* 1位情報欠も含む．
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最初に提出した仮説は以下のように修正する必要があろう．「小選挙区制下では中選挙区制
下に比べて， 1,2位候補者評価に同点が少な<,「2位候補者情報欠」のケースが特に大きい．
この人たちは積極的に 1位候補者を支持するので， 1位候補者の相対的優位性は高く， 1位候
補者への投票率も高い．」
5.継続立候補した候補者に対する態度の変化
以上， 3調査データを独立のクロスセクションとして比較したが， JESI調査はパネル調査
だから， 1993年と1996年の両調査データを回答者個人単位で比較することができる．これによ
り選挙制度変革の有権者の態度に及ぽす影響を直接検討することができよう． 1996年に再立候
補したのは，前回立候補した955名のうち 3分の 1以下の307名に過ぎなかった呵小選挙区制
への変革にあたって，立候補選挙区の（分割）変更，比例代表への転出，ベテラン議員の引退
などが相次いだからである．候補者一被調査者のペアサンプルから1993年だけでなく 1996年に
も再立候補した候補者とのペアだけを取り出して分析対象とする．
これらの候補者に対しては，同じ項目について1993年と1996年の2回の観測値を持つ． 3年
経過すると，認知度は上昇するだろうが，政党支持強度が衰退していることもあって，評価は
よくなるとは限らない．表15は，同じ主要態度変数に変化があったかどうかの統計的検定（対
応のある標本の t検定）を行った結果をまとめたものである．参考のため，候補者に対する態
度ではないが，政党要因として被調査者の政党支持強度を加えた．全ケースー括の分析でも，
候補者の所属政党が自民党・新進党の場合（表には自民・民主党・共産のみ掲載），前職候補
の場合でも，結果はあまり変わらない．まず，候補者評価には変化がない（平均値はわずかに
よくなっているものの，統計的には有意でない）．候補者個人要因（候補者イメージ量と候補
表15.主要変数値の変化： 1993年→1996年
(tテストの結果）
テスト変数 令ケース
対象候補者のIり濱政党
l'1民党 民 i渋： 共p硲党
餃補者イメージ ＊＊ ↑ * ＊↑ ＊ ↓ 
地元代表 ＊＊ ↑ * ＊↑
息想・社会代表 ＊ ↓ * ＊↓
候補者認知I父
餃補者評価
* ＊↑ ＊ ＊ ↑ 
経隠Ii
祈人 ，iり臓
* ＊↑
* ＊↑ 
＊ ↓ 
＊ ↑ * ＊ ↑ 
＊ ↑ 
政党丈持強度 '2i *＊↓ ＊ ＊ ↓ ＊ ＊↓ ＊ ＊ ↓ ＊ ＊↓ ＊＊ ↓ 
N 1845 621 150 184 438 849 
↑は l料， ↓はド降をよす．＊はP<0.05 *＊はP<0.01, P>.05は品litなし
「IK, Jt廂 r~i党は Ii,j 年とも 1,;] じ党に所屈している候補者．
民t党は1993年は社会党， 1996年は民i：党に所属している候補抒
(1「新人」は1996年選学で非・り選の新人・ Jt1戻補者； 「 1i1i職」は1996年選裕で •11 選した Ijij職餃補者
(2)被調介者の政党支持強度 (4.I,'i.J度）
データは布権者一再ヽ；．．餃補者ペアサンプル
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者認知度）の値は増大しているのに対し，政党要因（ここでは4点尺度の支持強度）は下がっ
ている．候補者イメージ量の尺度を，「地元代表」と「思想・社会代表」に2分すると，前者
は増進し，後者は下がるか変化がない．
「新人候補者」と民主党候補者に対する態度パタンは，これと少し違う．候補者イメージ量
が減退しているのは，「思想・社会代表」の減退によるものと思われる．共産党候補の場合も
これとよく似ているが，平均値の差が有意ではない．共産党候補はほとんどすべて新人であり，
再立候補は新人の不利を払拭するには至らないということであろうか．
一般に，新人候補者に対する前職候補者の有利さ，政党別には，小政党候補者に対する自
民・新進二大政党候補者の有利さをこの分析でも見ることができる．
6. まとめ
中選挙区制の選挙で，候補者個人要因が重要なのは党内競争の故であると議論されてきた．
同ー選挙区で，同一政党からの立候補者数が増えると，候補者個人要因の重要性も増大すると
一般化できる．候補者数だけで言えば，小選挙区制は，各党とも候補者を一人しか立てない中
選挙区制の特殊な場合と見ると，小選挙区制の選挙では，候補者個人要因の重要性が低落し，
相対的に政党要因の効果がより大きくなるはずである．ところが，選挙調査データによれば，
この選挙における候補者個人要因の効果は中選挙区制の選挙と同様に，あるいはそれよりもさ
らに重要であった．中選挙区制における「党内競争」ではこの現象を説明できない．そこで，
小選挙区制に特有の要因が個人要因の効果を増していると考えねばならない．
小選挙区制に特有の要因として取り上げたのは，（])狭い選挙区サイズと（2)定数1を目指
す候補者間の対立構造である．
(l)小選挙区では 1選挙区当たりの面積が狭まる．旧中選挙区で選挙区一杯に広く薄く票を集
めていた候補者より，狭い地域で集中的に票を得ていた候補者が有利になる．このような候補
者を「地元代表」的候補者と呼ぶことができるが，候補者イメージ項目で，地元代表に関連す
る項目がより多く言及されるようになった． 1996年は中選挙区時期に比べて，「地元出身」が
1位となり，「公共事業」「個人援助」への言及も相対的に増えている．これに対し，「社会・
思想代表」イメージ項目である，「近い考え」「職業代表」「清潔新鮮」への言及は相対的に減
少した．
中選挙区制の時期には，候補者評価への効果において「社会・思想代表」イメージが「地元
代表」に大きく勝っていた．小選挙区制になって，「地元代表」イメージが増えるとともに，
その効果が相対的に強化され，両者が近づいてきた．投票（意図）への効果においても，同様
で，中選挙区の時期では前者の効果が高く， 15％ポイントぐらいの差が開いていた．ところが，
1996年には67％対69％で差はなくなる（統計的有意差なし）．これも，小選挙区制の効果の一
っと見てよかろう．
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1993年と1996年調査はパネル調査なので，同一候補者に対する同一有権者の態度の変化をた
どることができる．候補者イメージ量は3年の間に増えているが，増えているのは「地元代表」
イメージであって，「社会・思想代表」イメージは逆に減っている．この点，前職候補，二大
政党候補には有利で，新人候補，小政党候補には不利になっている．
(2)当然のことであるが，小選挙区制における候補者対立は中選挙区制におけるそれとは異な
る．この差異は重要である．次に，小選挙区制に特有の候補者対立が候補者要因の重要性を促
進する作用について分析した．
小選挙区制では 1選挙区当たりの前職候補数が減少する．理論的には前職候補者数は定数を
少し下回る数になるはずである．過渡期の選挙である1996年総選挙では中選挙区制時代の議員
定数が小選挙区数よりはるかに多く，重複立候補制という前職候補者に有利な制度もあって，
前職候補者数はこの理論値をかなり超えるが，例年より多い政界引退や比例代表での出馬があ
って， 1選挙区平均1.2人にとどまった．
つまり小選挙区制では，前職 1対新人数人の争いが一般的になる．評価の高い前職候補と認
知度も低く，認知されていても評価が低い新人の対立という候補者対立構造が増加する．この
ような対立構造を持つ選挙区では，候補者評価の点で， 1位候補者と 2位候補者の間に大きな
差が見られる，という仮説を立て，ここから分析を始めた．
中選挙区制の時期と比べて，小選挙区制になって，「 1位前職ー2位前職」という対立が減り，
「1位前職ー 2位新人」という対立が増えたことは事実だが，より目立った現象は，前職候補
者数の減少に伴う，評価得点同点の 1,2位ペアの減少と， 2位候補者の情報欠如ケースの増
加である．
「1位前職ー 2位前職」と「1位前職ー 2位新人」の違いは 1, 2位候補者間の評価差の大
きさに顕著な効果を示さない．また， 1, 2位候補者間の評価差の大きさは 1位候補者への投
票率に関連があるが，それは選挙制度の変更には関係がない．「2位候補者情報欠」のサイズ
と働きの違いが，中選挙区制と小選挙区制の違いの大半を形成するようだ．小選挙区制下での
「1位候補者情報欠」の第1候補への投票一致率は，絶対値はともかくとして，「2位候補者の
情報もあり得点差を計算できるグループ」の一致率と比較すると大きい．
最初に提出した仮説は以下のように修正する必要があろう．「小選挙区制下では中選挙区制
下に比べて， 1,2位候補者評価に同点が少なく，「2位候補者情報欠」のケースが特に大きい．
この人たちは積極的に 1位候補者を支持するので， 1位候補者の相対的優位性は高<, 1位候
補者への投票率も高い．」
同一候補者に対する同一有権者の態度の変化をたどると，候補者イメージ量と候補者認知度
は平均的に上昇しているのに対し，有権者の政党支持強度が弱化しているので，候補者評価に
は上下はほとんどない．ただし，当選した前職候補者と落選した新人候補者を比べると，前者
の候補者評価は伸びているのに対し，後者は候補者イメージ量も下落し，不利な戦いを戦った
ことが分かる．政党別では，二大政党の候補者に比べると民主党はじめ小政党の候補者は候補
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者イメージも下がり苦戦であった．追い風は吹かなかったようである．
［注］
(1)「選挙制度および政治資金制度の改革についての答申」（平成2年， 4月26日・選挙制度審議会），
佐々木 (1999,53頁以下所収）．これに対し，事後の批判であるが，佐藤 (1997) を参照されたい．
(2)どちらの調査もコードプックが刊行されている（綿貫他， 1989;蒲島他，1998)．データはレヴィア
サン・データバンクから入手できる．
(3) もとのMCA分析では，このほか以下の説明変数が投入されていたが，変数の数を整理するためペ
ータ値の小さいものは，ここに収録するに当たって省略した．
「団体支持候補かどうか」「政策近似候補かどうか」「選挙区の地域特性」「被調査者の年齢」
(4)候補者イメージ量の尺度は最大値6であるが，言及項目数を 5段階にまとめた．表l参照．
(5)これに近い変数に「当選回数」がある．新人は当選回数ゼロだが，前職，元職は当選回数で細分で
きるので，このほうが効果が大きい．
(6)政党要因の効果の大きさには政党差があって，自民党候補者よりは革新政党候補者の評価は政党要
因の働きが大きい． しかし，自民党でも，ここでの分析のように， 1選挙区から立候補している候補
者数をコントロールすれば，候補者数が少ないほど政党要因の効果が大きくなるのであって，ベータ
係数の大きさのパターンに関する政党差は消滅するほどである．
(7)投票決定モデルには，「候補者評価モデル」，単純な「支持政党モデル」「政党傘モデル」のほかに，
政策意見の最も近い候補者に投票する「政策近似候補者モデル」がある．また，「政党傘モデル」の逆
の最も評価の高い候補者を選び，それが複数であれば，所属政党で選択するという「候補者評価・政
党」モデルも有用である（三宅， 1997).
(8)「半適合」のケースでも，複数の同点候補者のうち支持政党の候補者は 1名しかいないときは「政
党傘モデル」に等しいので，適合に加えた．
(9)「一般的に言えば，得票に地域的偏りが起こるのは，同じ政党の候補者が競合する可能性の高い，
選挙区定員が複数の中選挙区単記制においてである．候補者は得票数が1位でなくても当選できるの
で，競合関係にある同じ政党の候補者がいる場合には，地域的に「すみわけ」を行ったほうが合理的
で，安定的な当選が見込める」（水崎・森， 1995,pl9). 
(10) 3項目から作成された尺度は最小0'最大3の値を取るが，これを 3点尺度に縮めたものを使用し
た．
(1)「小」は人口10万以下の中小都市，町村，「中」は人口10万以上の中都市，「大」は大都市である．
1993年以降は人口10万を20万と読み替える．
(12) 1993年衆議院議員選挙で立候補した955名のうち，比例代表へ転出97；選挙区分割などにより他選挙
区へ転出217；現職代議士引退58；その他の再立候補せず276であった．
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